










 

議案第 52号資料 

 下水道事業等の地方公営企業法適用に伴う関係条例の整備に関する条例 

第１条 朝来市行政組織条例新旧対照表 

現     行 改  正  案 

（事務分掌） 

第２条（略） 

都市整備部 

(1)～(5)（略） 

(6) 専用水道等に関すること。 

(7) 下水道に関すること。 

(8) し尿処理に関すること。 

（事務分掌） 

第２条（略） 

都市整備部 

(1)～(5)（略） 

 

 

(6) し尿処理に関すること。 

(7) 浄化槽に関すること。 

 

第２条 朝来市特別会計設置条例新旧対照表 

現     行 改  正  案 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第

209 条第２項の規定に基づき、次の各号に

掲げる特別会計を、当該各号に掲げる事業

の円滑な運営と経理の適正を図るために

設置する。 

(1)～(4)（略） 

(5) 下水道事業特別会計 下水道事業 

(6) 介護保険特別会計 介護保険事業 

(7) 後期高齢者医療特別会計 後期高

齢者医療事業 

(8) 財産区特別会計 財産区の運営事

業 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第

209 条第２項の規定に基づき、次の各号に

掲げる特別会計を、当該各号に掲げる事業

の円滑な運営と経理の適正を図るために

設置する。 

(1)～(4)（略） 

 

(5) 介護保険特別会計 介護保険事業 

(6) 後期高齢者医療特別会計 後期高

齢者医療事業 

(7) 財産区特別会計 財産区の運営事

業 

 

第３条 朝来市水道事業及び工業用水道事業の設置等に関する条例新旧対照表 

現     行 改  正  案 

朝来市水道事業及び工業用水道事

業の設置等に関する条例 

朝来市公営企業の設置等に関する

条例 

（水道事業及び工業用水道事業の設置） 

第１条 生活用水その他の浄水を市民に

供給するとともに工業用水を供給する

ため、水道事業及び工業用水道事業（以

下「公営企業」という。）を設置する。 

（公営企業の設置） 

第１条 生活用水その他の浄水を市民に

供給するため水道事業を、工業用水を供

給するため工業用水道事業を、雨水及び

汚水を排除し、又は処理するため下水道

事業(公共下水道事業及び農業集落排水

事業をいう。以下同じ。)を設置する。 

（法の適用） 

第１条の２ 地方公営企業法(昭和 27年法

律第 292 号。以下「法」という。)第２

条第３項及び地方公営企業法施行令(昭

和 27年政令第 403号)第１条第２項の規

定に基づき、下水道事業に法の規定の全



 

部を適用する。 

（経営の基本） 

第２条 公営企業は、常に企業の経済性を 

 発揮するとともに、公共の福祉を増進す 

 るよう運営しなければならない。 

 

 

２（略） 

３ 工業用水道事業の給水区域及び１日 

 の給水能力は、次に掲げるとおりとす 

 る。 

(1) 給水区域は、朝来市生野町真弓（生

野工業団地）の区域とする。 

 

(2) １日の給水能力は、1,697 立方メー

トルとする。 

 

（経営の基本） 

第２条 水道事業、工業用水道事業及び下 

 水道事業（以下「公営企業」という。） 

 は、常に企業の経済性を発揮すると  

 ともに、公共の福祉を増進するよう運営 

 しなければならない。 

２（略） 

３ 工業用水道事業の給水区域及び１日 

 の給水能力は、次に掲げるとおりとす 

 る。 

(1) 給水区域は、朝来市生野町真弓（生

野工業団地）及び朝来市和田山町筒江

（和田山工業団地）の区域とする。 

(2) １日の給水能力は、3,500 立方メー

トルとする。 

４ 下水道事業の計画処理区域面積、計

画処理人口及び計画排水区域面積は、

次に掲げるとおりとする。 

(1) 計画処理区域面積は、972 ヘクター

ルとする。 

(2) 計画処理人口は、27,630人とする。 

(3) 計画排水区域面積は、47ヘクタール 

とする。 

（組織） 

第３条 地方公営企業法（昭和 27 年法律

第 292 号。以下「法」という。）第７条

ただし書及び地方公営企業法施行令（昭

和 27 年政令第 403 号）第８条の２の規

定に基づき、公営企業に管理者を置かな

いものとし、法第８条第２項の規定によ

り管理者の権限は市長（以下「管理者」

という。）が行う。 

２ 法第 14 条の規定に基づき、公営企業

の市長の権限に属する事務を処理させ

るため、都市整備部を置く。 

（主要な資産の取得及び処分） 

第４条 法第 33 条第２項の規定により予

算で定めなければならない公営企業の

用に供する資産の取得及び処分は、予定

価格（適正な対価を得て行う売払い以外

の方法による譲渡にあっては、その適正

な見積価格）が 2,000万円以上の不動産

又は動産の買入れ又は譲渡（土地につい

ては、１件 5,000平方メートル以上のも

のに係るものに限る。）とする。 

（組織） 

第３条 法第７条ただし書及び地方公営

企業法施行令第８条の２の規定に基づ

き、公営企業に管理者を置かないものと

し、法第８条第２項の規定により管理者

の権限は市長（以下「管理者」という。）

が行う。 

 

 

２ 法第 14 条の規定に基づき、管理者の

権限に属する事務を処理させるため、都

市整備部を置く。 

（主要な資産の取得及び処分） 

第４条 法第 33 条第２項の規定により予

算で定めなければならない公営企業の

用に供する資産の取得及び処分は、予定

価格（適正な対価を得て行う売払い以外

の方法による譲渡にあっては、その適正

な見積価額）が 2,000万円以上の不動産

又は動産の買入れ又は譲渡（土地につい

ては、１件 5,000平方メートル以上のも

のに係るものに限る。）とする。 



 

 

第４条 朝来市工業用水道事業給水条例新旧対照表 

現     行 改  正  案 

（趣旨） 

第１条 この条例は、朝来市工業用水道事

業（以下「工業用水道」という。）の給水

に係る料金その他の供給条件及び給水の

適正を保持するため、必要な事項を定め

るものとする。 

（給水区域） 

第２条 給水区域は、朝来市生野町真弓（生

野工業団地）の区域内とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （定義） 

第３条 この条例における用語の意義は、

次に掲げるとおりとする。 

(1) 「基本使用水量」とは、第８条の規

定に基づき決定した１日当たりの使用

水量をいう。 

(2)（略） 

 

 

 

(3) 「給水施設」とは、配水管から分岐

した給水管及びこれに附属する給水用

具で、水量メーター（以下「メーター」

という。）までの施設をいう。 

(4) 「受水施設」とは、給水を受ける者

（以下「使用者」という。）がメーター

に接続して設けた流末の装置をいう。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、朝来市工業用水道事

業の給水に係る料金その他の供給条件

及び給水の適正を保持するため、必要な

事項を定めるものとする。 

 

（給水区域等） 

第２条 給水区域及び当該区域に給水す

る工業用水道の名称は、次の表のとおり

とする。 

給水区域 工業用水道の名称 

朝来市生野町真

弓（生野工業団

地） 

生野工業用水道 

朝来市和田山町

筒江（和田山工

業団地） 

和田山工業用水道 

 （定義） 

第３条 この条例における用語の意義は、

次に掲げるとおりとする。 

(1) 「基本使用水量」とは、第８条第１

項の規定に基づき決定した１日当た

りの使用水量をいう。 

(2)（略） 

(3) 「実使用水量」とは、第 19 条第 1

項の規定により決定した使用水量を

いう。 

(4) 「給水施設」とは、配水管から分岐

した給水管及びこれに附属する給水

用具で、水量メーター（以下「メータ

ー」という。）までの施設をいう。 

(5) 「受水施設」とは、給水を受ける者

（以下「使用者」という。）がメーター

に接続して設けた流末の装置をいう。 

 （給水の対象） 

第４条 給水の対象は、基本使用水量が１

日 50立方メートル以上のものとする。た

だし、管理者が必要と認めたときは、こ

の限りでない。 

 

 

（基本使用水量の決定及び変更） 

第８条 管理者は、前条第１項の規定によ

 （給水の対象） 

第４条 給水の対象は、基本使用水量が１

日 50 立方メートル以上のものとする。

ただし、工業用水道事業の管理者の権限

を行う市長（以下「管理者」という。）

が必要と認めたときは、この限りでな

い。 

（基本使用水量の決定及び変更） 

第８条 管理者は、生野工業用水道につい



 

り給水の申込みを受けたときは、給水能

力、配水計画等を考慮して１日当たりの

基本使用水量を定め、これをその者に通

知するものとする。 

 

２、３（略） 

（料金） 

第 22条 料金は、次に定める区分により計

算した額とする。ただし、10円未満の端

数については、切り捨てる。 

 

料金の区分 料率 

基本料金 基本使用水量 1m3 につき

22円 

超過料金 超過使用水量 1m3 につき

43円 

 

 

 

 

 

 （超過料金） 

第 24条（略） 

 

 

 

（給水の停止） 

第 28条 管理者は、使用者が次の各号のい

ずれかに該当するときは、給水を停止す

ることができる。 

(1)～(3)（略） 

(4) 前３号に掲げるもののほか、この条

例及び施行規則の規定に違反したと

き。 

２（略） 

て前条第１項の規定により給水の申込

みを受けたときは、給水能力、配水計画

等を考慮して１日当たりの基本使用水

量を定め、これをその者に通知するもの

とする。 

２、３（略） 

（料金） 

第 22条 料金は、次に定める区分により計

算した額とする。ただし、10円未満の端

数については、切り捨てる。 

 

（超過料金） 

第 24条（略） 

 （従量料金） 

第 24 条の２ 従量料金は、実使用水量に

従量料率を乗じて算定する。 

（給水の停止） 

第 28 条 管理者は、使用者が次の各号の

いずれかに該当するときは、給水を停止

することができる。 

(1)～(3)（略） 

(4) 前３号に掲げるもののほか、この条

例及びこの条例に基づく規程の規定

に違反したとき。 

２（略） 

 

施設名 料金区分 料率 

生野工業用

水道 

基本料金 基本使用水

量 1 m3につ

き 22円 

超過料金 超過使用水

量 1m3につ

き 43円 

和田山工業

用水道 

従量料金 実使用水量

1m3 につき 

43円 

 

第５条 朝来市下水道条例新旧対照表 

現     行 改  正  案 

（排水設備の接続方法及び内径等） 

第４条（略） 

(1)（略） 

(2) 排水設備を公共ます等に固着させ

るときは、公共下水道の施設の機能を

妨げ、又はその施設を損傷するおそれ

のない箇所及び工事の実施方法とし、

（排水設備の接続方法及び内径等） 

第４条（略） 

(1)（略） 

(2) 排水設備を公共ます等に固着させ

るときは、公共下水道の施設の機能を

妨げ、又はその施設を損傷するおそれ

のない箇所及び工事の実施方法とし、



 

規則で定めるところによる。 

(3) 汚水を排除すべき排水管の内径及

び勾配は、市長が特別の理由があると

認めた場合を除き、次の表に定めると

ころによるものとし、排水渠の断面積

は、同表に掲げる排水人口の区分に応

じた内径の排水管と同程度以上の流

下能力のあるものとする。ただし、一

の建築物から排除される汚水の一部

を排除すべき排水管で延長が３メー

トル以下のものの内径は、75ミリメー

トル以上とすることができる。 

 

 

 

 

(4) 雨水を排除すべき排水管の内径及

び勾配は、市長が特別の理由があると

認めた場合を除き、下表のとおりと

し、排水渠の断面積は、同表に掲げる

排水面積の区分に応じた内径の排水

管と同程度以上の流下能力のあるも

のとする。ただし、一の敷地から排除

される雨水の一部を排除すべき排水

管で延長が３メートル以下のものの

内径は、75ミリメートル以上とするこ

とができる。 

 

 

 

規程で定めるところによる。 

(3) 汚水を排除すべき排水管の内径及

び勾配は、下水道事業の管理者の権限

を行う市長（以下「管理者」という。）

が特別の理由があると認めた場合を

除き、次の表に定めるところによるも

のとし、排水渠の断面積は、同表に掲

げる排水人口の区分に応じた内径の

排水管と同程度以上の流下能力のあ

るものとする。ただし、一の建築物か

ら排除される汚水の一部を排除すべ

き排水管で延長が３メートル以下の

ものの内径は、75ミリメートル以上と

することができる。 

 

 

(4) 雨水を排除すべき排水管の内径及

び勾配は、管理者が特別の理由がある

と認めた場合を除き、下表のとおりと

し、排水渠の断面積は、同表に掲げる

排水面積の区分に応じた内径の排水

管と同程度以上の流下能力のあるも

のとする。ただし、一の敷地から排除

される雨水の一部を排除すべき排水

管で延長が３メートル以下のものの

内径は、75ミリメートル以上とするこ

とができる。 

 

 

 

（排水設備等の計画の確認） 

第５条 排水設備又は法第 24 条第１項 

 の設定により、その設置について許可を 

 受けるべき排水施設（以下「排水設備等」 

 という。）の新設等を行おうとする者は、 

 あらかじめ、その計画が排水設備等の設 

 置及び構造に関する法令の規定に適合 

 するものであることについて、規則で定 

 めるところにより、申請書に必要な書類 

 を添付して提出し、市長の確認を受けな 

 ければならない。 

２ 前項の申請者は同項の申請書及びこ

れに添付した書類に記載した事項を変

更しようとするときは、あらかじめ、そ

の変更について書面により届け出て同

項の規定による市長の確認を受けなけ

ればならない。ただし、排水設備等の構

（排水設備等の計画の確認） 

第５条 排水設備又は法第 24 条第１項 

 の規定により、その設置について許可を 

 受けるべき排水施設（以下「排水設備等」 

 という。）の新設等を行おうとする者は、 

 あらかじめ、その計画が排水設備等の設 

 置及び構造に関する法令の規定に適合 

 するものであることについて、規程で定 

 めるところにより、申請書に必要な書類 

 を添付して提出し、管理者の確認を受け 

 なければならない。 

２ 前項の申請者は同項の申請書及びこ

れに添付した書類に記載した事項を変

更しようとするときは、あらかじめ、そ

の変更について書面により届け出て同

項の規定による管理者の確認を受けな

ければならない。ただし、排水設備等の

（略） （略） 

（略） （略） 



 

造に影響を及ぼすおそれのない変更に

あっては、その旨を市長に届け出ること

をもって足りる。 

構造に影響を及ぼすおそれのない変更

にあっては、その旨を管理者に届け出る

ことをもって足りる。 

（排水設備等の工事の実施） 

第６条 排水設備等の新設等の工事（規則 

で定める軽微な工事を除く。）は、排水

設備等の工事に関し、朝来市下水道排水

設備工事指定業者に関する規則（平成 17 

年朝来市規則第 175号。以下「指定業者

規則」という。）で定める技能を有する

者（以下「責任技術者」という。）が専

属する業者として指定業者規則で定め

るところにより市長が指定したもの（以

下「指定業者」という。）でなければ、

行ってはならない。ただし、市において

工事を実施するときは、この限りでな

い。 

２ 指定業者に関する必要な事項は、指定

業者規則で定める。 

３（略） 

（排水設備等の工事の実施） 

第６条 排水設備等の新設等の工事（規程 

で定める軽微な工事を除く。）は、排水

設備等の工事に関し、朝来市下水道排水

設備工事指定業者に関する規程（平成●

年朝来市公営企業管理規程第●号。以下

「指定業者規程」という。）で定める技

能を有する者（以下「責任技術者」とい

う。）が専属する業者として指定業者規

程で定めるところにより管理者が指定

したもの（以下「指定業者」という。）

でなければ、行ってはならない。ただし、

市において工事を実施するときは、この

限りでない。 

２ 指定業者に関する必要な事項は、指定

業者規程で定める。 

３（略） 

（排水設備等の工事の検査） 

第７条 排水設備等の新設等を行った者 

 は、その工事を完了したときは工事の完 

 了した日から５日以内にその旨を市長 

 に届け出て、その工事が排水設備等の設 

 置及び構造に関する法令の規定に適合 

 するものであることについて、市の職員 

 の検査を受けなければならない。 

２ 前項の検査をする職員は、同項の検査

をした場合において、その工事が排水設

備等の設置及び構造に関する法令の規

定に適合していると認めたときは、当該

排水設備等の新設等を行った者に対し、

規則で定めるところにより、検査済証を

交付するものとする。 

（排水設備等の工事の検査） 

第７条 排水設備等の新設等を行った者 

 は、その工事を完了したときは工事の完 

 了した日から５日以内にその旨を管理 

 者に届け出て、その工事が排水設備等の 

 設置及び構造に関する法令の規定に適 

 合するものであることについて、検査を 

 受けなければならない。 

２ 管理者は、前項の検査をした場合にお

いて、その工事が排水設備等の設置及び

構造に関する法令の規定に適合してい

ると認めたときは、当該排水設備等の新

設等を行った者に対し、規程で定めると

ころにより、検査済証を交付するものと

する。 

（在来排水施設の認定） 

第８条 第７条第１項の検査を受けてい 

 ない在来の排水施設を同条に定める排 

 水設備として使用しようとする者は、規 

 則で定めるところにより、あらかじめ市 

 長に申請し、認定を受けなければならな 

 い。 

（在来排水施設の認定） 

第８条 第７条第１項の検査を受けてい 

 ない在来の排水施設を同条に定める排 

 水設備として使用しようとする者は、規 

 程で定めるところにより、あらかじめ管 

 理者に申請し、認定を受けなければなら 

 ない。 

（公共ます等の設置） 

第９条 公共ます及び取付管の新設等を 

 行おうとする者は、規則で定めるところ 

 により、あらかじめ市長に申請し、その 

 許可を受けなければならない。 

（公共ます等の設置） 

第９条 公共ます及び取付管の新設等を 

 行おうとする者は、規程で定めるところ 

 により、あらかじめ管理者に申請し、そ 

 の許可を受けなければならない。 



 

２（略） ２（略） 

（水質管理責任者制度） 

第 12 条 除害施設又は特定施設を設置し 

 た者は、規則で定めるところにより、そ 

 の維持管理に関する義務を行う水質管 

 理責任者を選任し、遅滞なく、その旨を 

 市長に届け出なければならない。水質管 

 理責任者を変更し、又は廃止したとき 

 も、同様とする。 

（水質管理責任者制度） 

第 12 条 除害施設又は特定施設を設置し 

 た者は、規程で定めるところにより、そ 

 の維持管理に関する義務を行う水質管 

 理責任者を選任し、遅滞なく、その旨を 

 管理者に届け出なければならない。水質 

 管理責任者を変更し、又は廃止したとき 

 も、同様とする。 

（除害施設の設置等の届出及び検査） 

第 13 条 除害施設を設置し、休止し、又 

 は廃止しようとする者は、規則で定める 

 ところにより、あらかじめ、その旨を市 

 長に届け出て承認を受けなければなら 

 ない。届け出た事項を変更しようとする 

 ときも同様とする。 

２ 除害施設の設置等を行った者は、その 

 工事の完了した日から５日以内にその 

 旨を市長に届け出て、その検査を受けな 

 ければならない。 

３ 公共下水道の処理区域内において、既 

 に除害施設を設置していた者は、あらか 

 じめ市長に届け出て、検査を受けなけれ 

 ばならない。 

（除害施設の設置等の届出及び検査） 

第 13 条 除害施設を設置し、休止し、又 

 は廃止しようとする者は、規程で定める 

 ところにより、あらかじめ、その旨を管 

 理者に届け出て承認を受けなければな 

 らない。届け出た事項を変更しようとす 

 るときも同様とする。 

２ 除害施設の設置等を行った者は、その 

 工事の完了した日から５日以内にその 

 旨を管理者に届け出て、その検査を受け 

 なければならない。 

３ 公共下水道の処理区域内において、既 

 に除害施設を設置していた者は、あらか 

 じめ管理者に届け出て、検査を受けなけ 

 ればならない。 

（排除の停止又は制限） 

第 15 条 市長は、公共下水道への排除が 

 次の各号のいずれかに該当するときは、 

 排除を停止させ、又は制限することがで 

 きる。 

(1)、(2)（略） 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が

管理上必要があると認めるとき。 

（排除の停止又は制限） 

第 15 条 管理者は、公共下水道への排除 

 が次の各号のいずれかに該当するとき 

 は、排除を停止させ、又は制限すること 

 ができる。 

(1)、(2)（略） 

(3) 前２号に掲げるもののほか、管理者

が管理上必要があると認めるとき。 

（使用開始等の届出） 

第 16 条 使用者が公共下水道の使用を開 

 始し、休止し、若しくは廃止し、又は現 

 に休止しているその使用を再開しよう 

 とするときは、当該使用者は、規則で定 

 めるところにより、あらかじめ、その旨 

 を市長に届け出なければならない。届出 

 書の記載事項に変更があったときも同 

 様とする。 

２（略） 

（使用開始等の届出） 

第 16 条 使用者が公共下水道の使用を開 

 始し、休止し、若しくは廃止し、又は現 

 に休止しているその使用を再開しよう 

 とするときは、当該使用者は、規程で定 

 めるところにより、あらかじめ、その旨 

 を管理者に届け出なければならない。届 

 出書の記載事項に変更があったときも 

 同様とする。 

２（略） 

（使用者等変更の届出） 

第 17 条 使用者若しくは所有者を変更 

 しようとするとき、又は新たに使用者若 

 しくは所有者となろうとするときは、規 

 則で定めるところにより、あらかじめ市 

（使用者等変更の届出） 

第 17 条 使用者若しくは所有者を変更 

 しようとするとき、又は新たに使用者若 

 しくは所有者となろうとするときは、規 

 程で定めるところにより、あらかじめ管 



 

 長に届け出なければならない。  理者に届け出なければならない。 

（排水区域外下水の放流） 

第 18 条 市長は、排水区域外の下水排除 

 のために公共下水道を使用しようとす 

 る者に対し、特に必要があり当該施設の 

 管理に支障がないと認めたときは、その 

 使用を許可することができる。 

２（略） 

（排水区域外下水の放流） 

第 18 条 管理者は、排水区域外の下水排 

 除のために公共下水道を使用しようと 

 する者に対し、特に必要があり当該施設 

 の管理に支障がないと認めたときは、そ 

 の使用を許可することができる。 

２（略） 

（使用料の徴収） 

第 19 条 市長は、公共下水道の使用につ 

 いて、使用者から使用料を徴収する。 

２（略） 

３ 使用料は、その使用月における公共下 

 水道の使用について、納入通知書による 

 納入又は口座振替の方法により毎月徴 

 収する。ただし、市長が必要と認めたと 

 きは、この限りでない。 

４ 市長は、前項の規定にかかわらず、土 

 木建築に関する工事の施行に伴う排水 

 のため公共下水道を使用する場合その 

 他公共下水道を一時使用する場合にお 

 いて必要と認めるときは、使用料を前納 

 させることができる。この場合におい 

 て、使用料の精算及びこれに伴う追徴又 

 は還付は、使用者から公共下水道の使用 

 を廃止した旨の届出があったときその 

 他市長が必要と認めたときに行う。 

（使用料の徴収） 

第 19 条 管理者は、公共下水道の使用に 

 ついて、使用者から使用料を徴収する。 

２（略） 

３ 使用料は、その使用月における公共下 

 水道の使用について、納入通知書による 

 納入又は口座振替の方法により毎月徴 

 収する。ただし、管理者が必要と認めた 

 ときは、この限りでない。 

４ 管理者は、前項の規定にかかわらず、 

 土木建築に関する工事の施行に伴う排 

 水のため公共下水道を使用する場合そ 

 の他公共下水道を一時使用する場合に 

 おいて必要と認めるときは、使用料を前 

 納させることができる。この場合におい 

 て、使用料の精算及びこれに伴う追徴又 

 は還付は、使用者から公共下水道の使用 

 を廃止した旨の届出があったときその 

 他管理者が必要と認めたときに行う。 

（使用料の算定方法） 

第 20 条 使用料の額は、毎使用月におい 

 て使用者が排除した汚水の量に応じ、別 

 表に掲げるところにより算定した額及 

 び規則で定める起債の償還に要する費 

 用の一部の合計額とする。ただし、起債 

 の償還に要する費用の一部は、前条第３ 

 項の規定にかかわらず、一括して納付す 

 ることができる。 

２ 使用者が排除した汚水の量の算定は、 

 次に掲げるとおりとする。 

 (1) 水道水を排除した場合は、水道の使 

  用水量とする。ただし、２以上の使用 

  者が給水装置を共同で使用している 

  場合において、それぞれの使用者の使 

  用水量を確知することができないと 

  きは、それぞれの使用者の使用の態様 

  を勘案して市長が認定する。 

 (2) 水道水以外の水を排除した場合は、 

  その使用水量とし、当該使用水量は使 

（使用料の算定方法） 

第 20 条 使用料の額は、毎使用月におい 

 て使用者が排除した汚水の量に応じ、別 

 表に掲げるところにより算定した額及 

 び規程で定める起債の償還に要する費 

 用の一部の合計額とする。ただし、起債 

 の償還に要する費用の一部は、前条第３ 

 項の規定にかかわらず、一括して納付す 

 ることができる。 

２ 使用者が排除した汚水の量の算定は、 

 次に掲げるとおりとする。 

 (1) 水道水を排除した場合は、水道の使 

  用水量とする。ただし、２以上の使用 

  者が給水装置を共同で使用している 

  場合において、それぞれの使用者の使 

  用水量を確知することができないと 

  きは、それぞれの使用者の使用の態様 

  を勘案して管理者が認定する。 

 (2) 水道水以外の水を排除した場合は、 

  その使用水量とし、当該使用水量は使 



 

  用者の使用の態様を勘案して市長が 

  認定する。 

 (3) 水道水及び水道水以外の水を併用 

  した場合は、水道の使用水量に使用者 

  の使用の態様を勘案して市長が認定 

  する水量を加えたものとする。 

 (4) 製氷業その他の営業で、その営業に 

  伴い使用する水の量が公共下水道に 

  排除する汚水の量と著しく異なる場 

  合は、市長は、使用者の申告書の記載 

  を勘案してその使用者の排除した汚 

  水の量を認定するものとする。 

  用者の使用の態様を勘案して管理者 

  が認定する。 

 (3) 水道水及び水道水以外の水を併用 

  した場合は、水道の使用水量に使用者 

  の使用の態様を勘案して管理者が認 

  定する水量を加えたものとする。 

 (4) 製氷業その他の営業で、その営業に 

  伴い使用する水の量が公共下水道に 

  排除する汚水の量と著しく異なる場 

  合は、管理者は、使用者の申告書の記 

  載を勘案してその使用者の排除した 

  汚水の量を認定するものとする。 

（資料の提出） 

第 22 条 市長は、使用料を算出するた 

 めに必要な限度において、使用者から 

 資料の提出を求めることができる。 

（資料の提出） 

第 22 条 管理者は、使用料を算出するた 

 めに必要な限度において、使用者から資 

 料の提出を求めることができる。 

（改善命令） 

第 23 条 市長は、公共下水道の管理上必 

 要があると認めるときは、排水設備又 

 は除害施設の構造若しくは使用の方法 

 の変更を命ずることができる。 

（改善命令） 

第 23 条 管理者は、公共下水道の管理上 

 必要があると認めるときは、排水設備又 

 は除害施設の構造若しくは使用の方法 

 の変更を命ずることができる。 

（行為の許可） 

第 24 条 法第 24 条第１項の許可を受け 

 ようとする者は、あらかじめ市長に申請 

 書を提出しなければならない。許可を受 

 けた事項を変更しようとするときも同 

 様とする。 

（行為の許可） 

第 24 条 法第 24 条第１項の許可を受け 

 ようとする者は、あらかじめ管理者に申 

 請書を提出しなければならない。許可を 

 受けた事項を変更しようとするときも 

 同様とする。 

（占用） 

第 26 条 公共下水道の敷地又は排水施設 

 に物件（以下この条及び次条において 

 「占用物件」という。）を設け、継続し 

 て公共下水道の敷地又は排水施設を占 

 用しようとする者（以下「占用者」とい 

 う。）は、市長の許可を受けなければな 

 らない。許可を受けた事項を変更しよう 

 とするときも同様とする。ただし、占用 

 者が占用物件の設置について法第 24  

 条第１項の許可を受けたときは、その許 

 可をもって占用の許可とみなす。 

２ 市長は、前項の許可を受けた者から、 

 占用料を徴収する。 

３（略） 

（占用） 

第 26 条 公共下水道の敷地又は排水施設 

 に物件（以下この条及び次条において 

 「占用物件」という。）を設け、継続し 

 て公共下水道の敷地又は排水施設を占 

 用しようとする者（以下「占用者」とい 

 う。）は、管理者の許可を受けなければ 

 ならない。許可を受けた事項を変更しよ 

 うとするときも同様とする。ただし、占 

 用者が占用物件の設置について法第 24 

 条第１項の許可を受けたときは、その 

 許可をもって占用の許可とみなす。 

２ 管理者は、前項の許可を受けた者か 

 ら、占用料を徴収する。 

３（略） 

（原状回復） 

第 27 条 前条第１項の占用の許可を受け 

 た者は、その許可により占用物件を設け 

 ることができる期間が満了したとき又 

 は当該占用物件を設ける目的を廃止し 

（原状回復） 

第 27 条 前条第１項の占用の許可を受け 

 た者は、その許可により占用物件を設け 

 ることができる期間が満了したとき又 

 は当該占用物件を設ける目的を廃止し 



 

 たときは、当該占用物件を除却し、公共 

 下水道を原状に回復しなければならな 

 い。ただし、市長が原状に回復すること 

 が不適当であると認めたときは、この限 

 りでない。 

２ 市長は、前条第１項の占用の許可を受 

 けた者に対し、前項の原状回復又は原状 

 に回復することが不適当な場合の措置 

 について必要な指示をすることができ 

 る。 

 たときは、当該占用物件を除却し、公共 

 下水道を原状に回復しなければならな 

 い。ただし、管理者が原状に回復するこ 

 とが不適当であると認めたときは、この 

 限りでない。 

２ 管理者は、前条第１項の占用の許可を 

 受けた者に対し、前項の原状回復又は原 

 状に回復することが不適当な場合の措 

 置について必要な指示をすることがで 

 きる。 

（公共下水道付近地の掘削） 

第 29 条 公共下水道の排水管渠の付近地 

 で掘削作業を行おうとする者は、あらか 

 じめ、その旨を市長に届け出なければな 

 らない。 

２ 市長は、前項の工事を行おうとする者 

 に対し、公共下水道の排水管渠の機能を 

 維持し、又はその構造を保全するために 

 必要な指示をすることができる。 

（公共下水道付近地の掘削） 

第 29 条 公共下水道の排水管渠の付近地 

 で掘削作業を行おうとする者は、あらか 

 じめ、その旨を管理者に届け出なければ 

 ならない。 

２ 管理者は、前項の工事を行おうとする 

 者に対し、公共下水道の排水管渠の機能 

 を維持し、又はその構造を保全するため 

 に必要な指示をすることができる。 

（公共下水道施設損傷等の復旧） 

第 30 条 公共下水道の施設を故意又は過 

 失により損傷等させた者は、その者の負 

 担において、市長の指示する方法により 

 原形に復旧しなければならない。 

（公共下水道施設損傷等の復旧） 

第 30 条 公共下水道の施設を故意又は過 

 失により損傷等させた者は、その者の負 

 担において、管理者の指示する方法によ 

 り原形に復旧しなければならない。 

（手数料） 

第 31 条 市は、指定業者及び責任技術者 

 の登録について、申請者から下表に定め 

 る手数料を徴収する。 

 

 

２（略） 

３ 既納の手数料は、返還しない。ただし、 

 市長が特別の理由があると認めたとき 

 は、この限りでない。 

（手数料） 

第 31 条 管理者は、指定業者及び責任技 

 術者の登録について、申請者から下表に 

 定める手数料を徴収する。 

 

 

２（略） 

３ 既納の手数料は、返還しない。ただし、 

 管理者が特別の理由があると認めたと 

 きは、この限りでない。 

（使用料等の督促） 

第 32 条 市長は、この条例及び法の規定 

 により徴収する使用料その他の収入（以 

 下「使用料等」という。）を納期限まで 

 に納付しない者があるときは、督促状を 

 発行して督促する。 

２（略） 

（使用料等の督促） 

第 32 条 管理者は、この条例及び法の規 

 定により徴収する使用料その他の収入 

 （以下「使用料等」という。）を納期限 

 までに納付しない者があるときは、督促 

 状を発行して督促する。 

２（略） 

（使用料等の軽減又は減免） 

第 33 条 市長は、公益上その他特別の事 

 情があると認めたときは、この条例で定 

 める使用料等及び延滞金を軽減し、又は 

 減額し、若しくは免除することができ 

 る。 

（使用料等の軽減又は減免） 

第 33 条 管理者は、公益上その他特別の 

 事情があると認めたときは、この条例で 

 定める使用料等及び延滞金を軽減し、又 

 は減額し、若しくは免除することができ 

 る。 

（略） （略） 



 

（委任） 

第 34 条 この条例に定めるもののほか、

この条例の施行に関し必要な事項は、規

則で定める。 

（委任） 

第 34 条 この条例に定めるもののほか、

この条例の施行に関し必要な事項は、規

程で定める。 

（罰則） 

第 35条（略） 

 (1)～(8)（略） 

 (9) この条例の規定に基づく届出を怠 

  り、又は市長に提出する書類に偽りの 

  記載をした者 

（罰則） 

第 35条（略） 

 (1)～(8)（略） 

 (9) この条例の規定に基づく届出を怠 

  り、又は管理者に提出する書類に偽り 

  の記載をした者 

 

第６条 朝来市農業集落排水処理施設条例新旧対照表 

現     行 改  正  案 

（使用の許可） 

第３条 施設を使用しようとする者は、あ 

 らかじめ市長に申請し、許可を受けなけ 

 ればならない。 

（使用の許可） 

第３条 施設を使用しようとする者は、あ 

 らかじめ下水道事業の管理者の権限を 

 行う市長（以下「管理者」という。）に 

 申請し、許可を受けなければならな  

 い。 

（排水設備の新設等） 

第４条 汚水を施設に流入させるための 

 設備（以下「排水設備」という。）の新 

 設、増設又は改築、修理若しくは撤去（以 

 下「新設等」という。）を行おうとする 

 ときは、市長に届け出るとともに、その 

 構造は、規則及び別に定める基準によら 

 なければならない。 

（排水設備の新設等） 

第４条 汚水を施設に流入させるための 

 設備（以下「排水設備」という。）の新 

 設、増設又は改築、修理若しくは撤去（以 

 下「新設等」という。）を行おうとする 

 ときは、管理者に届け出るとともに、そ 

 の構造は、規程及び別に定める基準によ 

 らなければならない。 

（排水設備等の工事の実施） 

第５条 排水設備の新設等の工事は、市長 

 が指定する業者によって行わなければ 

 ならない。 

（排水設備等の工事の実施） 

第５条 排水設備の新設等の工事は、管理 

 者が指定する業者によって行わなけれ 

 ばならない。 

（排水設備等の工事の検査） 

第６条 排水設備等の新設等を行った者 

 は、その工事を完了したときは、工事の 

 完了した日から５日以内にその旨を市 

 長に届け出て、その工事が規則で定める 

 排水設備等の設置及び構造の基準に適 

 合するものであることについて、市の職 

 員の検査を受けなければならない。 

２ 前項の検査をする職員は、同項の検査 

 をした場合において、その工事が規則で 

 定める排水設備等の設置及び構造の基 

 準に適合していると認めたときは、当該 

 排水設備等の新設等を行った者に対し、 

 規則で定めるところにより、検査済証を 

 交付するものとする。 

（排水設備等の工事の検査） 

第６条 排水設備等の新設等を行った者 

 は、その工事を完了したときは、工事の 

 完了した日から５日以内にその旨を管 

 理者に届け出て、その工事が規程で定め 

 る排水設備等の設置及び構造の基準に 

 適合するものであることについて、検査 

 を受けなければならない。 

２ 管理者は、前項の検査をした場合にお 

 いて、その工事が規程で定める排水設備 

 等の設置及び構造の基準に適合してい 

 ると認めたときは、当該排水設備等の新 

 設等を行った者に対し、規程で定めると 

 ころにより、検査済証を交付するものと 

 する。 



 

（在来排水施設の認定） 

第７条 在来の排水施設を排水設備とし 

 て使用しようとする者は、あらかじめ市 

 長に申請し、承認を受けなければならな 

 い。 

（在来排水施設の認定） 

第７条 在来の排水施設を排水設備とし 

 て使用しようとする者は、あらかじめ管 

 理者に申請し、承認を受けなければなら 

 ない。 

（公共ます等の設置） 

第８条 公共ます及び取付管の新設等を 

 行おうとする者は、規則で定めるところ 

 により、あらかじめ市長に申請し、その 

 許可を受けなければならない。 

２（略） 

（公共ます等の設置） 

第８条 公共ます及び取付管の新設等を 

 行おうとする者は、規程で定めるところ 

 により、あらかじめ管理者に申請し、そ 

 の許可を受けなければならない。 

２（略） 

（新規加入金） 

第９条（略） 

２ 口数の算定については、規則で定め

る。 

（新規加入金） 

第９条（略） 

２ 口数の算定については、規程で定め

る。 

（使用者の義務） 

第 10条（略） 

 (1)、(2)（略） 

 (3) 市長が別に定める基準に適合しな 

  い汚水を流入させないこと。 

（使用者の義務） 

第 10条（略） 

 (1)、(2)（略） 

 (3) 管理者が別に定める基準に適合し 

  ない汚水を流入させないこと。 

（排除の停止又は制限） 

第 11 条 市長は、施設への排除が次の各 

 号のいずれかに該当するときは、排除を 

 停止させ、又は制限することができる。 

 

 (1)、(2)（略） 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、市長が 

  管理上必要があると認めるとき。 

（排除の停止又は制限） 

第 11 条 管理者は、施設への排除が次の 

 各号のいずれかに該当するときは、排除 

 を停止させ、又は制限することができ 

 る。 

 (1)、(2)（略） 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、管理者 

  が管理上必要があると認めるとき。 

（改善命令） 

第 12 条 市長は、施設の管理上必要があ 

 ると認めるときは、排水設備の構造若し 

 くは使用の方法の変更を命ずることが 

 できる。 

（改善命令） 

第 12 条 管理者は、施設の管理上必要が 

 あると認めるときは、排水設備の構造若 

 しくは使用の方法の変更を命ずること 

 ができる。 

（使用開始等の届出） 

第 13 条 使用者が施設の使用を開始し、 

 休止し、若しくは廃止し、又は現に休止 

 しているその使用を再開しようとする 

 ときは、当該使用者は、規則で定めると 

 ころにより、あらかじめ、その旨を市長 

 に届け出なければならない。届出書の記 

 載事項に変更があったときも同様とす 

 る。 

（使用開始等の届出） 

第 13 条 使用者が施設の使用を開始し、 

 休止し、若しくは廃止し、又は現に休止 

 しているその使用を再開しようとする 

 ときは、当該使用者は、規程で定めると 

 ころにより、あらかじめ、その旨を管理 

 者に届け出なければならない。届出書の 

 記載事項に変更があったときも同様と 

 する。 

（使用者等変更の届出） 

第 14 条 使用者若しくは所有者を変更し 

 ようとするとき、又は新たに使用者若し 

 くは所有者となろうとするときは、規則 

 で定めるところにより、あらかじめ市長 

（使用者等変更の届出） 

第 14 条 使用者若しくは所有者を変更し 

 ようとするとき、又は新たに使用者若し 

 くは所有者となろうとするときは、規程 

 で定めるところにより、あらかじめ管理 



 

 に届け出なければならない。  者に届け出なければならない。 

（使用料の徴収） 

第 15 条 市長は、施設の使用について、 

 使用者から使用料を徴収する。 

２（略） 

３ 使用料は、その使用月における施設の 

 使用について、納入通知書による納入又 

 は口座振替の方法により毎月徴収する。 

 ただし、市長が必要と認めたときは、こ 

 の限りでない。 

４ 市長は、前項の規定にかかわらず、土 

 木建築に関する工事の施行に伴う排水 

 のため施設を使用する場合その他施設 

 を一時使用する場合において必要と認 

 めるときは、使用料を前納させることが 

 できる。この場合において、使用料の精 

 算及びこれに伴う追徴又は還付は、使用 

 者から施設の使用を廃止した旨の届出 

 があったときその他市長が必要と認め 

 たときに行う。 

（使用料の徴収） 

第 15条 管理者は、施設の使用について、 

 使用者から使用料を徴収する。 

２（略） 

３ 使用料は、その使用月における施設の 

 使用について、納入通知書による納入又 

 は口座振替の方法により毎月徴収する。 

 ただし、管理者が必要と認めたときは、 

 この限りでない。 

４ 管理者は、前項の規定にかかわらず、 

 土木建築に関する工事の施行に伴う排 

 水のため施設を使用する場合その他施 

 設を一時使用する場合において必要と 

 認めるときは、使用料を前納させること 

 ができる。この場合において、使用料の 

 精算及びこれに伴う追徴又は還付は、使 

 用者から施設の使用を廃止した旨の届 

 出があったときその他管理者が必要と 

 認めたときに行う。 

（使用料の算定方法） 

第 16条（略） 

２（略） 

 (1) 水道水を排除した場合は、水道の使 

  用水量とする。ただし、２以上の使用 

  者が給水装置を共同で使用している 

  場合において、それぞれの使用者の使 

  用水量を確知することができないと 

  きは、それぞれの使用者の使用の態様 

  を勘案して市長が認定する。 

 (2) 水道水以外の水を排除した場合は、 

  その使用水量とし、当該使用水量は使 

  用者の使用の態様を勘案して市長が 

  認定する。 

(3) 水道水及び水道水以外の水を併用

した場合は、水道の使用水量に使用者

の使用の態様を勘案して市長が認定

する水量を加えたものとする。 

(4) 製氷業その他の営業で、その営業に

伴い使用する水の量が施設に排除す

る汚水の量と著しく異なる場合は、市

長は、使用者の申告書の記載を勘案し

て、その使用者の排除した汚水の量を

認定するものとする。 

（使用料の算定方法） 

第 16条（略） 

２（略） 

 (1) 水道水を排除した場合は、水道の使 

  用水量とする。ただし、２以上の使用 

  者が給水装置を共同で使用している 

  場合において、それぞれの使用者の使 

  用水量を確知することができないと 

  きは、それぞれの使用者の使用の態様 

  を勘案して管理者が認定する。 

 (2) 水道水以外の水を排除した場合は、 

  その使用水量とし、当該使用水量は使 

  用者の使用の態様を勘案して管理者 

  が認定する。 

 (3) 水道水及び水道水以外の水を併用 

  した場合は、水道の使用水量に使用者 

  の使用の態様を勘案して管理者が認 

  定する水量を加えたものとする。 

 (4) 製氷業その他の営業で、その営業に 

  伴い使用する水の量が施設に排除す 

  る汚水の量と著しく異なる場合は、管 

  理者は、使用者の申告書の記載を勘案 

  して、その使用者の排除した汚水の量 

  を認定するものとする。 

（資料の提出） 

第 18 条 市長は、使用料を算出するため 

 に必要な限度において、使用者から資料 

（資料の提出） 

第 18 条 管理者は、使用料を算出するた 

 めに必要な限度において、使用者から資 



 

 の提出を求めることができる。  料の提出を求めることができる。 

（使用料等の督促） 

第 19 条 市長は、この条例及び法の規定 

 により徴収する使用料その他の収入（以 

 下「使用料等」という。）を納期限まで 

 に納付しない者があるときは、督促状を 

 発行して督促する。 

２（略） 

（使用料等の督促） 

第 19 条 管理者は、この条例及び法の規 

 定により徴収する使用料その他の収入 

 （以下「使用料等」という。）を納期限 

 までに納付しない者があるときは、督促 

 状を発行して督促する。 

２（略） 

（使用料等の軽減又は減免） 

第 20 条 市長は、公益上その他特別の事 

 情があると認めるときは、この条例で定 

 める使用料及び延滞金を軽減し、又は減 

 額し、若しくは免除することができる。 

（使用料等の軽減又は減免） 

第 20 条 管理者は、公益上その他特別の 

 事情があると認めるときは、この条例で 

 定める使用料及び延滞金を軽減し、又は 

 減額し、若しくは免除することができ 

 る。 

（占用） 

第 21 条 施設の敷地等に物件（以下この 

 条及び次条において「占用物件」とい 

 う。）を設け、継続して施設の敷地等を 

 占用しようとする者（以下「占用者」と 

 いう。）は、市長の許可を受けなければ 

 ならない。許可を受けた事項を変更しよ 

 うとするときも同様とする。 

２ 市長は、前項の許可を受けた者から、 

 占用料を徴収する。 

３（略） 

（占用） 

第 21 条 施設の敷地等に物件（以下この 

 条及び次条において「占用物件」とい 

 う。）を設け、継続して施設の敷地等を 

 占用しようとする者（以下「占用者」と 

 いう。）は、管理者の許可を受けなけれ 

 ばならない。許可を受けた事項を変更し 

 ようとするときも同様とする。 

２ 管理者は、前項の許可を受けた者か 

 ら、占用料を徴収する。 

３（略） 

（原状回復） 

第 22 条 前条第１項の占用の許可を受け 

 た者は、その許可により占用物件を設け 

 ることができる期間が満了したとき又 

 は当該占用物件を設ける目的を廃止し 

 たときは、当該占用物件を除去し、施設 

 を原状に回復しなければならない。ただ 

 し、市長が原状に回復することが不適当 

 であると認めたときは、この限りでな 

 い。 

２ 市長は、前条第１項の占用の許可を受 

 けた者に対し、前項の原状回復又は原状 

 に回復することが不適当な場合の措置 

 について必要な指示をすることができ 

 る。 

（原状回復） 

第 22 条 前条第１項の占用の許可を受け 

 た者は、その許可により占用物件を設け 

 ることができる期間が満了したとき又 

 は当該占用物件を設ける目的を廃止し 

 たときは、当該占用物件を除去し、施設 

 を原状に回復しなければならない。ただ 

 し、管理者が原状に回復することが不適 

 当であると認めたときは、この限りでな 

 い。 

２ 管理者は、前条第１項の占用の許可を 

 受けた者に対し、前項の原状回復又は原 

 状に回復することが不適当な場合の措 

 置について必要な指示をすることがで 

 きる。 

（施設付近地の掘削） 

第 24 条 排水管渠の付近地で掘削作業を 

 行おうとする者は、あらかじめ、その旨 

 を市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の工事を行おうとする者 

 に対し、排水管渠の機能を維持し、又は 

 その構造を保全するために必要な指示 

（施設付近地の掘削） 

第 24 条 排水管渠の付近地で掘削作業を 

 行おうとする者は、あらかじめ、その旨 

 を管理者に届け出なければならない。 

２ 管理者は、前項の工事を行おうとする 

 者に対し、排水管渠の機能を維持し、又 

 はその構造を保全するために必要な指 



 

 をすることができる。  示をすることができる。 

（施設損傷等の復旧） 

第 25 条 施設を故意又は過失により損 

 傷等させた者は、その者の負担におい 

 て、市長の指示する方法により、原形に 

 復旧しなければならない。 

（施設損傷等の復旧） 

第 25 条 施設を故意又は過失により損 

 傷等させた者は、その者の負担におい 

 て、管理者の指示する方法により、原 

 形に復旧しなければならない。 

（委任） 

第 26 条 この条例に定めるもののほか、

この条例の施行に関し必要な事項は、規

則で定める。 

（委任） 

第 26 条 この条例に定めるもののほか、

この条例の施行に関し必要な事項は、規

程で定める。 

（罰則） 

第 27条（略） 

 (1)～(8)（略） 

 (9) この条例の規定に基づく届出を怠 

  り、又は市長に提出する書類に偽りの 

  記載をした者 

（罰則） 

第 27条（略） 

 (1)～(8)（略） 

 (9)この条例の規定に基づく届出を怠 

  り、又は管理者に提出する書類に偽り 

  の記載をした者 

 

第７条 朝来市公共下水道事業受益者分担金徴収条例新旧対照表 

現     行 改  正  案 

（処理区域の公告） 

第３条 市長は、処理区域を定め、その処 

 理区域の名称及び区域を公告しなけれ 

 ばならない。 

（処理区域の公告） 

第３条 下水道事業の管理者の権限を 

 行う市長（以下「管理者」という。）は、 

 処理区域を定め、その処理区域の名称及 

 び区域を公告しなければならない。 

（分担金の総額） 

第４条 分担金の総額は、事業に要する費 

 用（以下「事業費」という。）の総額に 

 100分の 5.6を乗じて得た額の範囲内で 

 処理区域ごとに市長が定める額とする。 

（分担金の総額） 

第４条 分担金の総額は、事業に要する費 

 用（以下「事業費」という。）の総額に 

 100分の 5.6を乗じて得た額の範囲内で 

 処理区域ごとに管理者が定める額とす 

 る。 

（各受益者の分担金の額） 

第５条 市長は、汚水を排出する施設の用 

 途及び規模その他の受益の状況に応じ 

 て、各受益者が負担する分担金の額を定 

 める。 

（各受益者の分担金の額） 

第５条 管理者は、汚水を排出する施設の 

 用途及び規模その他の受益の状況に応 

 じて、各受益者が負担する分担金の額を 

 定める。 

（事業費の予定額の決定等） 

第６条 市長は、第３条の公告後事業費の 

 予定額を定め、公告しなければならな 

 い。 

（事業費の予定額の決定等） 

第６条 管理者は、第３条の公告後事業費 

 の予定額を定め、公告しなければならな 

 い。 

（分担金の賦課） 

第７条 市長は、第３条の規定により公告 

 された処理区域に係る受益者ごとに、前 

 条の規定により公告された事業費の予 

 定額を基礎として分担金の額を定め、こ 

 れを賦課するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により分担金の額 

 を定めたときは、遅滞なく、当該分担金 

（分担金の賦課） 

第７条 管理者は、第３条の規定により公 

 告された処理区域に係る受益者ごとに、 

 前条の規定により公告された事業費の 

 予定額を基礎として分担金の額を定め、 

 これを賦課するものとする。 

２ 管理者は、前項の規定により分担金の 

 額を定めたときは、遅滞なく、当該分担 



 

 の額及びその納付期日等を受益者に通 

 知しなければならない。 

 金の額及びその納付期日等を受益者に 

 通知しなければならない。 

（分担金の納期限等） 

第８条 分担金は、納入通知書による指定 

 期日までに一括納付しなければならな 

 い。ただし、市長が必要と認めたときは、 

 分割して納付することができる。 

２（略） 

（分担金の納期限等） 

第８条 分担金は、納入通知書による指定 

 期日までに一括納付しなければならな 

 い。ただし、管理者が必要と認めたとき 

 は、分割して納付することができる。 

２（略） 

（分担金の徴収猶予） 

第９条 市長は、災害、盗難その他やむを 

 得ない理由により、受益者が当該分担金 

 を納付することが困難であると認めら 

 れる場合においては、徴収を猶予するこ 

 とができる。 

（分担金の徴収猶予） 

第９条 管理者は、災害、盗難その他やむ 

 を得ない理由により、受益者が当該分担 

 金を納付することが困難であると認め 

 られる場合においては、徴収を猶予する 

 ことができる。 

（分担金の減免） 

第 10 条 市長は、次の各号のいずれかに 

 該当する受益者の分担金を減額し、又は 

 免除することができる。 

 (1)、(2)（略） 

（分担金の減免） 

第 10 条 管理者は、次の各号のいずれか 

 に該当する受益者の分担金を減額し、又 

 は免除することができる。 

 (1)、(2)（略） 

（事業費の確定等） 

第 11条 市長は、事業が終了したときは、 

 事業費の額を確定し、これを公告しなけ 

 ればならない。 

（事業費の確定等） 

第 11 条 管理者は、事業が終了したとき 

 は、事業費の額を確定し、これを公告し 

 なければならない。 

（分担金の精算） 

第 12 条 市長は、前条の規定により公告 

 された事業費を基礎として分担金の額 

 を確定し、その確定した額と第７条第１ 

 項の規定により定めた分担金の総額と 

 の間に差額があるときは、その差額に相 

 当する金額を受益者から追徴し、又は受 

 益者に還付しなければならない。 

２ 前条の規定により公告された事業費 

 の確定額が第６条の規定により公告さ 

 れた事業費の予定額を超える場合にお 

 いて、その差額が少ないと市長が認める 

 ときは、前項の規定による精算をしない 

 ことができる。 

３ 市長は、前項の規定により精算をしな 

 いときは、前条の規定による公告の日後 

 その旨を公告しなければならない。 

（分担金の精算） 

第 12 条 管理者は、前条の規定により公 

 告された事業費を基礎として分担金の 

 額を確定し、その確定した額と第７条第 

 １項の規定により定めた分担金の総額 

 との間に差額があるときは、その差額に 

 相当する金額を受益者から追徴し、又は 

 受益者に還付しなければならない。 

２ 前条の規定により公告された事業費 

 の確定額が第６条の規定により公告さ 

 れた事業費の予定額を超える場合にお 

 いて、その差額が少ないと管理者が認め 

 るときは、前項の規定による精算をしな 

 いことができる。 

３ 管理者は、前項の規定により精算をし 

 ないときは、前条の規定による公告の日 

 後その旨を公告しなければならない。 

（受益者に変更があった場合の取扱い） 

第 13 条 受益者の変更があった場合にお 

 いて、当該変更に係る当事者の一方又は 

 双方がその旨を市長に届け出たときは、 

 新たに受益者となった者は、従前の受益 

 者の地位を承継するものとする。 

（受益者に変更があった場合の取扱い） 

第 13 条 受益者の変更があった場合にお 

 いて、当該変更に係る当事者の一方又は 

 双方がその旨を管理者に届け出たとき 

 は、新たに受益者となった者は、従前の 

 受益者の地位を承継するものとする。 

（処理区域を拡張する場合の取扱い） （処理区域を拡張する場合の取扱い） 



 

第 14 条 市長は、処理区域を拡張する場 

 合は、当該拡張区域を新たな処理区域と 

 みなして、この条例の規定を適用するも 

 のとする。 

第 14 条 管理者は、処理区域を拡張する 

 場合は、当該拡張区域を新たな処理区域 

 とみなして、この条例の規定を適用する 

 ものとする。 

（委任） 

第 16 条 この条例に定めるもののほか、

この条例の施行に関し必要な事項は、規

則で定める。 

（委任） 

第 16 条 この条例に定めるもののほか、

この条例の施行に関し必要な事項は、規

程で定める。 

 

第８条 朝来市農業集落排水事業受益者分担金徴収条例新旧対照表 

現     行 改  正  案 

（分担金の徴収） 

第３条 市は、事業に要する費用の一部に 

 充てるため、処理区域ごとに分担金を定 

 め徴収する。 

 

２（略） 

３ 前項の規定により算出した額と予定 

 事業費に基づき算出し定めた分担金の 

 額との間に差額が生じるときは、その差 

 額に相当する金額を受益者から追徴し、 

 又は受益者に還付しなければならない。 

 ただし、その差額が少ないと市長が認め 

 るときは、前項の規定による精算をしな 

 いことができる。 

（分担金の徴収） 

第３条 下水道事業の管理者の権限を行 

 う市長（以下「管理者」という。）は、 

 事業に要する費用の一部に充てるため、 

 処理区域ごとに分担金を定め徴収する。 

２（略） 

３ 前項の規定により算出した額と予定 

 事業費に基づき算出し定めた分担金の 

 額との間に差額が生じるときは、その差 

 額に相当する金額を受益者から追徴し、 

 又は受益者に還付しなければならない。 

 ただし、その差額が少ないと管理者が認 

 めるときは、前項の規定による精算をし 

 ないことができる。 

（分担金の総額） 

第４条 分担金の総額は、事業に要する費 

 用（以下「事業費」という。）の総額に 

 100分の 7.1を乗じて得た額の範囲内で 

 処理区域ごとに市長が定める額とする。 

（分担金の総額） 

第４条 分担金の総額は、事業に要する費 

 用（以下「事業費」という。）の総額に 

 100分の 7.1を乗じて得た額の範囲内で 

 処理区域ごとに管理者が定める額とす 

 る。 

（各受益者の分担金の額） 

第５条 市長は、汚水を排出する施設の用 

 途及び規模その他受益の状況に応じて、 

 各受益者が負担する分担金の額を定め 

 る。 

（各受益者の分担金の額） 

第５条 管理者は、汚水を排出する施設の 

 用途及び規模その他受益の状況に応じ 

 て、各受益者が負担する分担金の額を定 

 める。 

（分担金の賦課及び納付等） 

第６条 市長は、受益者ごとに前条の規定 

 により分担金の額を定め、これを賦課す 

 るものとする。 

２ 市長は、前項の規定により分担金の額 

 を定めたときは、遅滞なく、当該分担金 

 の額及びその納付期日等を受益者に通 

 知しなければならない。 

３ 分担金は、納入通知書により市長が指 

 定する期日までに一括納付しなければ 

（分担金の賦課及び納付等） 

第６条 管理者は、受益者ごとに前条の規 

 定により分担金の額を定め、これを賦課 

 するものとする。 

２ 管理者は、前項の規定により分担金の 

 額を定めたときは、遅滞なく、当該分担 

 金の額及びその納付期日等を受益者に 

 通知しなければならない。 

３ 分担金は、納入通知書により管理者が 

 指定する期日までに一括納付しなけれ 



 

 ならない。ただし、市長が必要と認めた 

 ときは、分割して納付することができ 

 る。 

 ばならない。ただし、管理者が必要と認 

 めたときは、分割して納付することがで 

 きる。 

（分担金の徴収猶予） 

第７条 市長は、災害、盗難その他やむを 

 得ない理由により、受益者が当該分担金 

 を納付することが困難であると認めら 

 れる場合においては、徴収を猶予するこ 

 とができる。 

（分担金の徴収猶予） 

第７条 管理者は、災害、盗難その他やむ 

 を得ない理由により、受益者が当該分担 

 金を納付することが困難であると認め 

 られる場合においては、徴収を猶予する 

 ことができる。 

（分担金の減免） 

第８条 市長は、次の各号のいずれかに該 

 当する受益者の分担金を減額し、又は免 

 除することができる。 

 (1)、(2)（略） 

（分担金の減免） 

第８条 管理者は、次の各号のいずれかに 

 該当する受益者の分担金を減額し、又は 

 免除することができる。 

 (1)、(2)（略） 

（受益者に変更があった場合の取扱い） 

第９条 受益者の変更があった場合にお 

 いて、当該変更に係る当事者の一方又は 

 双方がその旨を市長に届け出たときは、 

 新たに受益者となった者は、従前の受益 

 者の地位を承継するものとする。 

（受益者に変更があった場合の取扱い） 

第９条 受益者の変更があった場合にお 

 いて、当該変更に係る当事者の一方又は 

 双方がその旨を管理者に届け出たとき 

 は、新たに受益者となった者は、従前の 

 受益者の地位を承継するものとする。 

（処理区域を拡張する場合の取扱い） 

第 10 条 市長は、処理区域を拡張する場 

 合は、当該拡張区域を新たな処理区域と 

 みなして、この条例の規定を適用するも 

 のとする。 

（処理区域を拡張する場合の取扱い） 

第 10 条 管理者は、処理区域を拡張する 

 場合は、当該拡張区域を新たな処理区域 

 とみなして、この条例の規定を適用する 

 ものとする。 

（委任） 

第 11 条 この条例に定めるものを除くほ

か、この条例の施行に関し必要な事項

は、規則で定める。 

（委任） 

第 11 条 この条例に定めるものを除くほ

か、この条例の施行に関し必要な事項

は、規程で定める。 

 

第９条 朝来市雨水ポンプ場条例新旧対照表 

現     行 改  正  案 

（委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか、施 

 設の管理に関し必要な事項は、市長が別 

 に定める。 

（委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか、施 

 設の管理に関し必要な事項は、下水道事 

 業の管理者の権限を行う市長が別に定 

 める。 

 


